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研究成果の概要（和文）：本研究では、地球環境負荷や地域固有の住文化の継承と良好な住宅ストック形成に配慮しつ
つ、既存伝統木造住宅の安全性向上の促進と地震被害の低減を目指して、下記のような研究・開発を行った。
a) 蟻害・腐朽による生物劣化や大地震による損傷後の残存耐震性能の評価技術を高度化した。b) 低コストで環境負荷
に配慮した耐震性能評価法、耐震補強法や補修法の開発を行した。c) 費用対効果や環境負荷低減効果の観点から、耐
震補強法や復旧方法の評価する法を構築し、全国各地の調査地域への適用性を検討した。

研究成果の概要（英文）：In this research, following researches and developments have been performed aiming
 at promotion of the improvement in seismic safety of the existing tradition timber-framed houses, and red
uction of earthquake damage, considering succession of traditional living culture, environment load to eac
h area, and good housing stock formation.  
a) The evaluation technology of the residual seismic performance of houses after the biodeterioration by t
ermite attack and suffering decay and big earthquakes have been developed.  b) Seismic performance evaluat
ion methods, seismic retrofit methods and repairing methods have been developed considering the environmen
tal impacts and cost-benefit performance  c) Evaluation methods for seismic retrofit methods and the resto
ration methods from viewpoints of cost-benefit performance and reduction effect in environmental impacts h
ave been developed, and the applicability was examined to the several investigated districts. 
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図 1 生物劣化柱脚の破壊モード 

１．研究開始当初の背景 
 南海地震・東南海地震・東海地震に代表さ
れるプレート境界型の巨大地震や、その前後
に多発する内陸活断層による直下地震の発
生が切迫し、古い木造住宅の耐震性向上が急
務となっている。ところが、特に過疎化・高
齢化の進む地域では耐震化への動機付けが
不十分な上に、所有者の経済力不足などから
補修・改修費用の問題も障壁となり、耐震補
強は進んでいない。一方、地球環境問題の観
点から、近年では住宅の長寿命化・資源の有
効活用・廃棄物削減の需要も高まり、地震対
応技術についても環境負荷の低減を目指す
傾向がある。 
 地震対策の費用対効果や環境負荷低減効
果を考慮する上では、長期的な視点に立った
評価が不可欠となる。例えば、地震の発生予
測時期、木造住宅の耐久性や住人の生涯設計
などの要因を踏まえた適切な対策や実施時
期を検討する必要がある。 
 また、木造住宅の安全性や地震対策は、地
域の地震危険度によって大きく異なる。その
一方で、全国各地の伝統木造住宅は、地域特
有の構法を有しており、その保全・再生は、
日本の住文化を継承する上で極めて重要と
考えられる。しかしながら、伝統木造住宅の
構造の地域性は十分に把握されておらず、従
って、固有の構法に適した耐震対策も十分に
検討されていない。 
 
２．研究の目的 
 環境負荷に配慮しつつ、伝統木造住宅の安
全性向上の促進と地震被害の低減を目指す
とともに、地域固有の住文化の継承と良好な
住宅ストックを形成することを目標とし、[開
発項目 A,B,C]に従い、既存伝統木造住宅の地
震対策技術の研究・開発を行った。 
[A] 蟻害・腐朽による生物劣化や地震による
損傷後の残存耐震性能評価技術の高度化を
行った。 
[B] 低コストで環境負荷に配慮した性能制御
法(耐震補強法や応急復旧・恒久補修法)を開
発した。 
[C] 費用対効果や環境負荷低減効果の観点か
ら、耐震補強法や復旧方法を決定する目標性
能の評価法を構築した。 
 
３．研究の方法 
A. 残存性能の診断と評価 
・生物劣化した試験体や特徴的な伝統木造軸
組架構を用いて、静的実験とその分析を通じ
て劣化部や損傷部の力学特性を評価した。 
・材料試験に基づき、既存木造住宅部材の完
全非破壊材料特性評価法の構築した。 
B. 性能制御法の開発 
・合理的な耐震補強法の提案を目指し、部
材・接合部、1 層骨組、2 層平面骨組と段階
的に静的加力実験や振動台実験を行い、力学
特性の把握を行った。 
・現地調査で見られた地域特有の構法（斜め

貫、板壁など）について静的加力実験を行い、
耐震性能を把握と必要な耐震補強法につい
て検討した。 
C. 目標性能の評価 
・内陸地殻内地震を対象とした被害シミュレ
ーションや、震源域で発生するパルス性地震
動を対象に、被害率曲線を構築するとともに、
必要な地震対策について検討した。 
・全国各地の伝統木造住宅の構造調査やアン
ケート調査を行い、データベース化するとと
もに、構造の地域特性や住まいての防災意識
について分析し、必要な地震対策を提示した。 
・地震対策を、費用対効果や環境負荷低減効
果の観点から簡便に評価可能な評価手法を
構築する。そして、調査地域に適用し、地域
に適した地震対策を提示した。 
 
４．研究成果 
 代表的な研究成果事例を、以下に紹介する。 
 
[生物劣化を受けた柱脚接合部の残存強度]20) 
 生物劣化の代表格である蟻害と腐朽を受
けた柱脚接合部の強度特性を評価するため
の実験を行った。蟻害については約 2 年の期
間をかけて成り行きで食害させ、腐朽につい
ては 2 ヶ月、4 ヶ月、12 ヶ月に渡って強制腐
朽させた。蟻害を受けた場合は、どの箇所に
食害が集中したかによって強度特性が大き
く異なり、込み栓接合部の込み栓のように耐
力に大きく寄与する部分が食害された場合
は、残存耐力が小さくなった。また、約 1 年
に渡って強制腐朽させた場合でも、強度の変
化はあまり見られず、全体的に錆の影響によ
るのか剛性の上昇が目立った。また、強制腐
朽させた試験体については、実際の腐朽時に
模した形の試験として高含水率状態の試験
も行い、強度が低下する傾向を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図 3 既存木造軸組の非破壊材料試験法

図 2 既存木造建物の非破壊材料試験法

[既存伝統木造建物部材の非破壊検査法]1) 
 既存伝統木造建物の柱部材の実強度推定
を目的として、応力波伝播法を応用した完全
非破壊型の材料試験法（計測装置・計測方
法・推定方法）を提案した。まず、既存の計
測装置では、釘状のピンを直接柱に打ち付け
る必要があり、建物に傷をつけることが実用
上の大きな制約であった。そこで、簡便な治
具の追加による完全非破壊型の計測装置へ
と改良提案を行った上で、安定的に精度の高
い試験結果が得られるように、計測装置の仕
様と設置方法、および計測方法の標準化を行
った。次に、ヤング係数の推定精度を向上す
るために、推定手法の改良を行った。さらに、
推定したヤング係数より曲げ強度を推定す
るために、2 種類の方法を提示した。最後に、
提案手法を全国 6 地域（京都市、湯浅町、橋
立、八峰町、関町、五條市）の伝統的木造住
宅に適用し、ヤング係数と曲げ強度の推定事
例を示した。その結果、スギやヒノキについ
ては、樹種が同じであっても、地域や建物に
よってヤング係数や曲げ強度の推定値が大
きく異なることを示し、試験実施の意義を明
らかとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[梁柱接合部の耐震性評価] 2) 
 差鴨居を有する単位軸組の静的水平載荷
実験を行い、柱－差鴨居接合部におけるほぞ
の引抜量を把握した。また、柱－差鴨居接合
部の復元力特性の設定に資する差鴨居ほぞ
の引抜試験を実施し、復元力特性や破壊性状
の分析を行った。 
 得られた成果を以下に示す。 
a) 小変形時から大変形時に至る柱・栓の破壊
モードを新たに分類し直すとともに、柱－差
鴨居接合部の降伏耐力到達後の破壊の進展
パターンについて分類を行った。 
b) 込栓接合部については、学会の設計マニュ
アルに示された初期剛性や降伏耐力の評価
式に基づき、完全弾塑性モデルの初期剛性と
降伏耐力の修正提案を行うとともに、最大耐
力評価式を新たに提案した。鼻栓接合部につ
いては、初期剛性と降伏耐力の評価式を新た
に構築した。 
 
[2 層伝統木造骨組みの振動台実験] 5) 
 パルス性地震動に対する 2 階建伝統木造軸
組架構の地震時挙動の把握を目的として、2
階建伝統木造軸組架構の振動台実験を行っ
た。試験体は、柱脚は石場建てで非対称な壁
配置とし、2 階のみに壁を有する場合と 1 階

と 2 階に壁を有して連層壁となる場合，通し
柱の有無をパラメータとした。加振波は、加
速度が正弦波パルスや Ricker wavelet とし、
周期と変位振幅をパラメータとした。 
 得られた結果を以下に示す。 
a)  本実験では、ベースシア係数が最大で 0.4
程度と小さいため、柱脚の水平移動は 5mm
以下で小さかった。 
b) 連層壁を有する場合、柱脚の浮上りが生
じ、1 階壁周辺の軸組接合部に損傷が集中し
た。また、非対称な壁配置によって柱脚の浮
上りが非対称に生じ、復元力特性も非対称と
なった。 
c)  1 階壁抜けの場合、通し柱を有さない場
合に比べ、通し柱を有する場合は 1 階の最大
層間変形は小さくなるが、大変形時には通し
柱が折損する可能性がある。 
c)  頂部の最大相対変形および各層の層間変
形角は、地震動の変位振幅や周期、架構の 1
次等価固有周期などをもとに、変位応答スペ
クトルを用いて簡略的に評価可能とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[実大京町家試験体の静的水平加力実験] 6) 
 京町家の地震時挙動の解明と合理的な耐
震設計法の構築を目指して、大変形静的水平
加力実験を行った。試験体は、標準的な京町
家を想定し、大黒柱あるいは小黒柱を通る桁
行方向の平面骨組（各 D 試験体と S 試験体）
試験体を作成して実験に用いた。水平加力に
は、実大 2 層平面架構骨組を、最大変形角約
±0.2rad まで加力可能なシステムを開発した。 
 得られた知見を以下に示す。 
a) 変形角 0.10~0.15 rad でも、土壁の破壊に
ともなう急激な耐力低下や特定層への変形
集中はなかった。 
b) 背割りと込栓の相対的な位置関係から、
柱に割裂が生じた接合部があり、接合部仕様
に改善の余地を残した。 
c) 一部の柱の柱脚部で滑動が見られたが、
架構全体の滑動は生じなかった。 
d) 1 階の土壁周辺の柱で浮上りが生じた。
浮上りの有無は加力方向によって異なり、土
壁の損傷程度にも加力方向で差が見られた。 
e) 大黒柱に逆せん断力が生じたり、土壁や
柱脚の浮上りに起因する非対称な復元力特



図 7 パルス周期 Tp や降伏ベースシア

Cyによる被害率曲線の変化（被害中）

(a) Tp=1.0s 

(b) Tp=3.0s  

図 5 伊根における舟屋の斜め貫架構 

図 6 湯浅町の大垂壁を有する町家 

図 4 京町家試験体と大変形静的加力試

性を示す場合には、層の復元力を構造要素の
復元力の単純累加として算定することが適
切でない場合がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[斜め貫架構の耐震性能評価（伊根町）]7) 
 重伝建地区である京都府伊根町伊根浦に
おける舟屋の斜め貫架構の力学特性を解明
するため、現地調査、静的加力実験、架構せ
ん断力評価法の構築を行った。 
 以上の結果、斜め貫架構に関して、斜め貫
は梁接合部ではほぼ動かないが、柱接合部で
はほぞ穴に抜き挿しする挙動を繰返し、約
1/10rad で斜め貫の折損に至った。また、柱梁
接合部では柱の割裂が生じた。架構せん断力
は斜め貫の折損と同時に低下し始めたが、
1/6rad までの範囲内では顕著な低下はみれな
かった。類似の方杖架構の変形限界 1/30rad
と比べて変形性能が格段に大きい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[大垂壁付き架構の耐震性評価（湯浅町）]9) 
 南海・東南海地震による甚大な被害が懸念
される重伝建地区の和歌山県湯浅町を対象
とし、家屋の構造的特徴と振動特性を明らか
にした。また、比較的大規模な家屋の吹き抜
け部周辺に存在する特徴的な大垂壁の影響
を考慮し、調査家屋の耐震性能を評価した。
調査の結果、下記の事が指摘できる。 
a) 比較的規模の大きい家屋では、けた行方
向の固有振動数が概ね 3Hz 以下であり、降伏
せん断力係数も 0.2 程度と低い。 
b) 柱 1 本あたりの負担重量は、他地域の平

均値よりも大きい家屋が存在する。 
c) 大垂壁周辺における通し柱の折損が数か
所でほぼ同時に生じ、柱の折損が生じた場合
には倒壊に至る可能性が高い。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[パルス性地震動に対する地震対策]11) 
 内陸地殻内地震に対する伝統木造建物の
被害予測と地震対策の合理化を目的として、
震源近傍におけるパルス性地震動のパルス
周期や木造建物の耐力分布の違いを簡易に
反映可能な被害率曲線の構築を新たに行っ
た。得られた結論を以下に記す。 
a) 被害率曲線は、地震動のパルス周期によっ
て大きく変化する。 
b) 建物耐力上昇による被害率低減効果は、地
域で想定される地震動のパルス周期によっ
て大きな差がある。即ち、推定される地震動
のパルス周期を十分に考慮した地震対策が
必要と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[伝統木造の地域特性比較] 
(A) 構造特性 14) 
 重要伝統的建造物群保存地区 98 地区を対
象として地震危険度の比較を行うとともに、
構造詳細調査を実施した 8 地域（宮城、黒島、
木曽平沢、美山、京都市、伊勢、湯浅、吉良
川）の伝統的木造住宅を対象として、構造特
性値の地域性について検討した。そして、下
記のような傾向が定量的に確認できた。 
a) 98地区の地震危険度には顕著な差が認め
られた。また、8 地域の住宅調査結果より、



図 9 既存建物の劣化曲線の模式図 

高さ、床面積当りの重量、降伏せん断力係数、
などに、明瞭な地域性が見られた。 
b) 1 階床面積当りの重量は、外壁や屋根な
どの仕様により地域性があるが、地域、階数
などを特定すれば概ね一定値となるため、床
面積から重量が概算可能と考えられる。 
(B) 住まいての意識 15) 
 7 地域で行ったアンケート調査を基に、住
民の防災対策や家屋の維持管理に対する意
識を分析した。得られた知見を以下に示す。 
a) 住民は地震危険度に関係なく地震を心配
しているが、耐震補強の実施割合は低い。経
費の高さや子孫の不同居等の理由が多い。た
だし、増築やリフォームの実施率は高く、同
時に耐震補強の実施は可能と考えられる。 
b) 蟻害腐朽被害実態を十分に把握できてい
ない住民が多い。被害の生じやすい箇所や損
傷程度の理解を促す必要がある。 
c) 維持管理を定期的に行っている家屋は少
ない。耐震補強を直ぐに行うことが困難な状
況下では、維持管理による耐震性能の維持は、
実効性の高い地震対策と考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
[対策の費用対効果・環境負荷低減効果]16-19) 
 大地震発生時の木造住宅の安全性に大き
く関わると想定される、耐久性や劣化状況を
反映可能な木造住宅の地震リスク評価手法
を構築した。具体的には、耐震診断、耐久性
診断、劣化診断の結果と地域の地震危険度解

析結果に基づいて地震損失期待値や環境負
荷(CO2 排出量や廃棄物量)を調べ、地震対策
(耐震補強や維持管理など)を検討するための
指標を提案した。そして、地震危険度の比較
的高い高知市を対象として分析を行った。 
 得られた結果を以下に示す。 
a) 耐震補強の実施による総支出の低減効果
は、木造住宅の耐力が低いほど、使用期間が
長いほど増加する。 
b) 木造住宅の耐力が高くなければ、耐久性
向上による耐用年数の長期化や定期的な維
持管理による劣化防止を行っても損失低減
効果は大きくない。 
c) 地震によって全壊と判定されても、建て
替えでなく補修を選択することで大幅な損
失低減が期待できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に、5 地域（伊勢・吉良川・木曽平沢・
京都・美山）における調査住宅を対象として
地震リスク評価を実施し、建物戸別の耐震性
や耐久性と地域の地震危険度を踏まえた、地
震損失期待値・耐震補強の費用対効果を検討
した。得られた結論を以下に示す。 
a) 地震危険度の差により、建物耐力に関係
なく早急な耐震補強が有効な地域（伊勢・吉
良川）、耐力の低い建物を優先した耐震補強
が有効な地域（木曽平沢・京都）、耐震補強
の実施が効率的でない地域（美山）がある。 
b) 劣化の程度により、耐震補強の効果に大
きな差が生じる場合もあり、現状の劣化度を
適切に耐震性能評価や地震対策立案に反映
するすることが重要である。 
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